
特定非営利活動法人産業保健ステーション定款

第 1章 総 則

(名  称 )

第 1条  この法人は、特定非営利活動法人産業保健ステーションという。

(事務所)

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都港区に置 く。

(目  的 )

第 3条  この法人は、産業保健の専門家を志す者および働 く人々の健康支援に取 り組

む企業・団体に対して、専門的人材の育成、企業とのマッチング支援、職場環

境や働き方の改善に関する教育・情報提供、ならびに従業員の健康や働きやす

きの向上を支援する商品・サービスの共有等の事業を行うことにより、すべて

の働 く人が心身ともに健康で安心 して働き続けられる社会の実現を目的とす

る。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の 目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行

つ 。

① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動

② 社会教育の推進を図る活動

③l まちづくりの推進を図る活動

④ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動

⑤ 情報化社会の発展を図る活動

⑥ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動

(事 業

第 5条
の種類 )

この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし

て、次の事業を行う。

① 産業保健師の開業支援事業

② 産業保健の専門家と企業のマッチング事業

③ 産業保健の専門家向け研修・教育プログラムの提供・情報提供事業

④ 企業における従業員の健康保持・増進や働きやすい職場環境づくりを支援す

る事業

⑤ 企業が従業員の健康や職場環境の向上に役立てる商品・サービス等の紹介・

共有事業

⑥ 地域との連携による健康づくり推進事業

Q′ 裡業壕健:「鴨誇る詭査・研究おょび情報データベース構築事業

③ その他目的を達成するために必要な事業



第 2章 会 員

(種 別 )

第 6条  この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもつて特定非営利活動促進法

(以 下「法」という。)上の社員とする。

(1)正会員  この法人の 目的に賛同 して入会 した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同 じ賛助す るために入会 した個人及び団体

(入  会 )

第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。

2 会員として入会 しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、

理事長に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限 り、入会を認め

なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書

面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(入 会金及び会費 )

第 8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならな

い 。

(会 員の資格の喪失 )

第 9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格 を表失す る。

(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本 人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したと

き。

(3)継続 して 1年以上会費を滞納 したとき。

(4)除名されたとき。
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第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。
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(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は 目的に反する行為をした とき。

前項の規定により会員を除名 しょ うとする場合は、議決の前に当該会員に弁明

の機会を与えなければな らない。

第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役[員 を置く。

(1)理事 3人以上12人 以内

(2)監事 1人以上3人以内



(選任等 )

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。

2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは 3親等以内の

親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親

族が役員の総数の 3分の 1を 超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

い 。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )

第14条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

2 理事長以外の理事は、法人の業務にっいて、この法人を代表しない。

3 副理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと

きは、理事長があらか じめ指名した順序にょって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づ

き、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為

又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述

べること。

(任 期等 )

第15条 役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。

2 補欠のため、又は増員により就任 した役員の任期は、それぞれの前任者又は現

任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。

(欠 員補充 )

第16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、運滞

なくこれを補充しなければならない。
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(解

第17条

理事のうち 1人 を理事長とし、 1人以上 2人以内を副理事長とする。

任 )

役員が次の各号の一に該当する場合には、総会 の議決により、これ を解任す

ることができる。

印.、 ぬ身Q楓障o´ため 、戦務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさゎ しくない行為があつたとき。

前項の規定により役員を解任しょうとする場合は、議決の前に当該役員に弁明

の機会を与えなければならない。
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(報酬等)

第18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。

3 前 2項に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(種 別 )

第19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。

2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第20条  総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能 )

第21条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)会 員の除名

(4)事 業計画及び予算並びにその変更

(5)事業報告及び決算

(6)役 員の選任及び解任

(7)役 員の職務及び報酬

(8)入会金及び会費の額

(9)資産の管理の方法

(10)借入金 (そ の事業年度内の収益をもつて償還する短期借入金 を除 く。第47

条において同 じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)そ の他運営に関する重要事項

(総会の開催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載 した書面により招集の請求

があつたとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があつたときは、そ

の日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知 しなければな

らない。



(総会の議長 )

第24条 総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中か ら選出する。

(総会の定足数 )

第25条 総会は、正会 員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会す る ことはできな

い。

(総会の議決 )

第26条 総会における議決事項は、第23条第 3項の規定によつてあらかじめ通知 した

事項とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも

つて決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、正

会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された

事項について書面若 しくは電磁的方法をもって表決 し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決 した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用について

は、総会に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加

わることができない。

(総会の議事録 )

第28条 総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成しなければならな

い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は表決委

任者がある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印

又は署名しなければならない。

前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意

思表示をしたことにより、総会の決臓があったとみな された場合においては、次

の事項を記載 した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があつたものとみなされた日及び正会 員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名
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(理事会の構成)

第29条  理事会は、理事をもって構成する。



(理事会の権能 )

第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付臓すべき事項

(2)総会の議決 した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の臓決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の 1以 上から理事会の目的である事項を記載 した書面により

招集の請求があつたとき。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2号の規定による睛求があつたときは、その日から14日 以内

に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少な くとも 5日 前までに通知しなければな

らない。

(理事会の議長 )

第 33条  理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によつてあらかじめ通知 し

た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。

(理事会での表決権等 )

第35条 各理事の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された

事項について書面をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決 した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理

事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加

わることができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあつては、その旨を付記

すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果



(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名押

印又は署名しなければならない。

第 5章 資  産

(資 産の構成 )

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

(1)設 立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄 附金品

(4)財産から生 じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)そ の他の収益

(資 産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関す る責産、その他の事業

に関する資産の 2種 とする。

(資 産の管理 )

第39条  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事

長が別に定める。

第 6章 会 計

(会 計

第40条

の原則 )

この法人の会計は、法第27条 各号に掲げる原則に従って行わなければならな

い 。

(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の 2

種とする。

(事 業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、理事長が作成し、

総会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないとき

は、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準

じ収益費用を講 じることができる。

2 ■■の収生贅見は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予 算の追加及び更正 )

第45条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予



算の追加又は更正をすることができる。

(事 業報告及び決算 )

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成 し、監事の監査を受

け、総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条  予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の

3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条 第 3項に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければな らない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない

事項を除く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )

第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号 の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ

ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除 く。)し たと

きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者の うち、総会において臓決 し

たものに懐渡するものとする。

(合 併 )

第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法



(公 告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して

行 う。ただ し、法第28条の 2第 1項 に規定する貸借対照表の公告については、

この法人のホームページにおいて行 う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ

る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免 )

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営 )

第55条 事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別

に定める。

第10章 雑 則

(細 則 )

第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ

を定める。

附 則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。

理事長     毛利 陽子 (村 田 陽子 )

副理事長    斎藤 明子

副理事長    鶴l永  京子

福田 洋

小島 健―

野田 哲朗

松葉 斉

青田 陽

小坂智息子

国吉利枝子

栗原 正幸

人の設立当初の役員の任期は、第 15条第 1項の規定にかかわ らず、この法

の日か ら令和 9年 6月 30日 までとする。

人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわ らず、この法人の成立

の 日か ら令和 8年 3月 31日 までとする。

この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわ らず、設立総

会の定めるところによる。

事

事

事

事

事

事

事

事

法

立

法

の

成

の

理

理

理

理

理

理

理

監

こ

の

こ

人

３

　

　

４

5



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係 ) 設立・役員変更用

役員名簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人 産業保健ステーション

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′
V

′

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

報日の有無 役職名等役 名
(フ リガナ)

氏  名

モウリ (ム ラタ)ヨ ウコ

理事長理事
毛利 (村田)陽子

盤

サイ トウ アキコ
つ

乙 理事
齋藤 明子

無 副理事長

トクナガ キョウコ

徳永 京子

缶 副理事長
う
０ 理事

フクダ ヒロン
無

■
４ 理事

福田 洋

毎
小

員
Ｊ 理事

コジマ ケンイチ

小島 健

ノダ テツロウ
Ａ

ｖ 理事
野田 哲朗

缶

７
′ 理事

松葉 斉

マツパ ヒトシ
無

アオタ ヨウ
０
０ 理事

青田 陽

盤

)th *aa
Ｏ

υ 理事
小坂 智恵子

無

リエコクニヨシ
10 理事

国吉 利枝子

盤

■
■
■



輌日の有無 役職名等役 名
(フ リガナ)

氏  名

クリハラ マサユキ
無11 監事

栗原 正幸

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

■
■
■

(2頁 )



書式第 8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・ 定款変更用

7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人産饉甑墨堕聾L三と■≧_
1 事業実施の方針

①産業保健分野で働く開業支援を行い、「働くみんなの保健室」の登録者を増やす。

②産業保健の専門家向け研修プログラムを作成する。

③健康経営①を推進するための方法と協力団体について検討する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  995  】千円 )
定款に記載

された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

党盃|

対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

①
の
型し
,そ

雷羹雙優響事盾蓄孵霧翌ヲ
。産業保健師向け起業塾

6月 2日
6月 16日
6月 30日
7月 14日
7月 21日

都 内 15人 産 業 医
保健師

35人 450

②産業保健の
専門家と企業
のマッチング
事業

・健康准官を推進 したい
企業 と適切な産業保健師
及び産業保健の専門家を
繋げ、双方にとって有益
な契約をサポー ト
・「働 くみんなの保健室」
の登録者要件を決め開業
保健師を募集
・HPにて協力企業を募
る

通年
オ ン ラ
イン 30人 産 業 保

健師
30人 200

⑥地域 との連
携による健康
づくり推進事
業

・地方 目治倅や地坂団体
と協力 し、地域社会全体
での健康づくりを推進す
る事業
・地域職域連携の事例収
■́

,ミ

(公 衆衛生看護 学会参
加 )

12月 13日 、
14日

石川 6人

産 業 保
健 に 関
わ る 専
門家

50人 115

⑦産業保健に
関する調査・
研究及び情報
ァータベース
構築事業

・企業や産業保健の専門
家が参照できる健康づく
りや労働環境改善に関す
る最新情報や事例をまと
めたデー タベース を提
供。労働環境や社員の建
国づくりの現状について
調査を行い、その結果を
企業や地域社会に還元す
る事業
・産業衛生学会にて研究
発表をする
。産業看護学会にて研究
発表をする
・その他学会研究会

5月 15日
16 日

11月 8日
9日

仙 台

新潟

12人

10人

産 業 保
健 に 関
わ る 専
F日家

同上

100人

1∞ 人

115

115



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 I   】千円)

載記
た
名

に
れ
業

訳
さ
事

足
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

8年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人産業保健ステーション

1 事業実施の方針

①産業保健分野で働く開業支援を行い、「働くみんなの保健室」の登録者を増やす。

②産業保健の専門家向け研修プログラムを作成する。

③健康経営①を推進するための方法と協力団体について検討する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

円 )

(事業費の総費用 【  3070  】千

定歌に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

9開羹雙優響
業

・産
設に
・産

蓄蠣糖選島罫鰐 開
業保健師向け起業塾

6月  日
6月  日
6月  日
7月  日
7月  日

都内 15人 産業保健
師

35人 480

②産業保健の
専門家と企業
のマッチング
事業

・健康経営を推進 したい
企業 と適切な産業保健師
及び産業保健の専門家を
繋げ、双方にとつて有益
な契約をサポー ト
。「働 くみんなの保健室」
の登録者要件を決め開業
保健師を募集
・HPにて協力企業を募る

通年
オンラ

イン

70人
(7人 ×

10 回 )

産業保健
師

lⅨ)0人 350

③産業保健の
専門家向け研
修・教育プロ
グ ラ ム の 提
供・情報提供
事業

・産業保健に関する専門
知識やスキルを向上させ
るための研修・ セミナー

詰秀懇産皇葎雹雰奪橘象
への啓発活動を行う
。プログラム作成

5月
7月
9月
11月
2月

都内
オンライ
ン

25人 産業保健
専門家

100人 1150

④企業におけ
る従業員の健
康保持・増進

穣岬真葵ちで
りを支援す る
事業

・健
企業
ラム
行 う
― ビ
・健
連携

康経営を導入 したい
に対 し、健康プログ
の企画や実行支援を
コンサルティングサ
スを提供
康経営支援機関との
のための情報収集

2026 年
3´月 19
日 ～ 21
日

新潟 6人
産業保健
に関わる
専門家

50人 50

⑤企業が従業
員の健康や職
場環境の向上
に役立てる商
品・サー ビス
等の紹介・共
有事業

。健康経営。を支援する製
品やサービスを提供する
企業とのネッ トワーキン
グイベン トを開催 し、商
品やサービスの相互紹介
・HPにて実践企業を募る

通年 全 国 48人
健康経営
を実施 し
ている企
業担当者

1∞0人 240

⑥地域 との連
携による健康
づくり推進事
業

・地方 目治体や地域団体
と協力 し、地域社会全体
での健康づくりを推進す
る事業

嘉沐
壇彙器菫薯裟華饗壕

2026 年
3 月  19
日 ～ 21
日

新潟 6人
産業保健
に関わる
専門家

50人 1(Ю



に

。
報

ス

健
査
情

一

保
調
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業

業
る
及
夕
事
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一
築

⑦
関
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す
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関
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果
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研

の
康
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つ
結
還
　
て
　
て
　
ヽ
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健
健
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例
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社
に
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に
　
に
　
に
　
髪

保
る
改
事
ヽ
や
状
そ
会
　
会
　
会
　
罪

業
き
境
や
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境
現
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学
　
学
　
卸

産
で
環
報
■
環
の
い
域
　
生
る
護
る
学

や
照
働
情
」
働
り
行
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衛
す
看
す
他

業
参
労
新
デ
労
く
を
や
業
業
を
業
を
の

企
が
や
最
た

。づ
査
業
事
産
表
産
表
そ

・
家
り
る
め
供
国
調
企
る
。
発
・
発

・

5月 27日
～30 日

11月 5日
～7日

大 阪

兵庫

10人

10人

健
る

保
わ
家

業
関
門

産
に
専

同上

100人

100人

250

450

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)

された
事業名

足承 に記 載
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 9号 (法第 10条・第25条関係 )

7年度 活動予算書

設立・定款変更用

(そ の他事業が∠塾二場合)

特定非営利活動法人 産集保健サービス

4 3■●菫

0菫業保掟

“

の

“

雄 援事業 70.0∞ 円■0人

0最,保撼に関す0■■・研究事,・ 産,鞣姜情報データ人―ス,棒葉手黎

,00.000

200.000

000

995.000
(2)そ0●●■

会●,(●治 新■ 石,|1自 白集会)

",交
壺, 仙お3人 新薄 人

黛,等評●■月

“

薔悽菊,
¬

`",テ

I(起葉■

' 150,000■

人

“
ｍ
　
　
　
枷
　
　
”

o∞l

O∞:

。。碍
議会,
HP々咸

'・唾鍵11満夕:獣 )

400 000

300.000

100.000:

2 受取書附奎

受取寄附全

董餃等受入●価

`
3 受取助成金,

受取特襲奎

o その01の 収菫

受取利
=

A

∝Ю

常 収 益

(1)人件■

給■1手 当

査員■】

〕:醸 付費 用

権利E■交

(1)人体■

役員報圏

綸■手当

遣摯給付,用
権利厚生癸

(2)そ●饉●■
指桂贔安(印曖代.コ ピー代等)

ネ遭光熱■

透情菫薇癸

“

瀬の郵

'疇
)

地代家賛

燎■,褒[,(修産 法務局ヽ への手触き)

絆●■却費
P管理

'

135.000

2(,.0〈 X,:

【C

固定贅菫発‐椰嶼

災額 失

10.0●0:

6.000:



書式第 9号 (法第 10条・第25条関係)

8年度 活動予算書 (そ の他事業が∠越全場合)

設立 ・定款変更用

特定非営利漬勁燃人 産婁保●ステーション

小全  螢

1 ■取会賣

正会員受取会,(12,000“ 0人 )

贅助会員受取会,(50,000“ 6法人)

,30

480.000:

250.000:

2 曼取書晴奎

受取寄附金

施設等受入評価益

3 曼取助威金等

受取補助金

4 ●■●さ

Φ産薬保健師の開葉支崚●桑

0産業保健の専門家向け研修・教育プログラムの提供・錮嘲曖臓●■

27∞ .●∞

700.000:

2.。。。,Oω
:

0 その他の収菫

受取封恵

益

【A】 経 常 収 ■

(1)人件彙

給料子当

薇員報酬

退職給●費用

福利厚生,

(2)そ0●●●

会議,(大阪 日山 自由集会)(起秦塾 スキルアップ研修でS帥

鷹,交轟, 大阪6人 岡山5人

プログラム作成 と保姜菫基準を作成会議  10回 (7人 )

漱●■力,

「

師ヽ 帽 葉墨 .ス キルア ップ研修)160,000*3 2∞ ,“ゆ`5
健康経営実菫企業のサー ビス紹知 P作成

3 070.000

で い

3 07●

1=

l.450.tシ Vる :

24● 0()Oi

301000

0し0

000

(1)人件■

役員報酬

給料手当

退職給付■月

福利厚生,

(2)その住■,
消耗品費

水道光熟贅

通信還薇

'地代家贅

旅費交通費

減価償却,

"管
理,

10.000:

120.∞01

5,0(,0:

【B

375

55
6A

固定贅産売却益

過年度損益篠工益

【C

固定贅鷹元却換

災害蠣失

【D 常

経

Dl

て 0●0

目科

壼理 ●



設   立   用

書式第6号 (法第 10条関係)

特定非営利活動法人産業保健ステーション設立趣旨書

日本の労働環境は急速に変化しており、特に中小企業では従業員の健康管理やメンタルヘルス対

が十分に行き届いていない現状があります。少子高齢化や働き方改革の進展に伴い、健康経営。

重要性はこれまで以上に高まっています。しかし、多くの企業では健康経営。を実施するための専

門家を見つけることが難しく、取り組みが十分に進められないという課題があります。このような専門

不足は、企業規模が小さいほど顕著であり、従業員の健康維持が組織全体の生産性や成長に与

える影響を無視できない状況となっています。

また、産業保健の専門家である産業保健師や保健指導の専門職は、地域社会の健康を支える重

な役割を担っているものの、その専門性を活かせる場や活動の機会が限られているのが現状で

。このミスマッチは、専門家自身の活動の幅を制限するだけでなく、企業が適切なサポートを受け

られない要因 もなっています.

このような背景のもと、私たちは企業と産業保健の専門蒙をつなぐ新たなプラットフォームを構築

し、すべての従業員が心身とも: 健康で働ける環境を整えることを目指しています。さらi 、健康経

を推進することで企業の生産性を向上させ、地域社会 ! おける産業保健の普及啓発を通じて、人と

織の健康を支える仕組みを構築していきたいと考えています。

これまで、有限責任事業組合として産業保健師と企業のマツチング支援や教育研修プログラムの

供、産業保健サービスを提供してまいりました。しかし、有限責任事業組合は認知度が低く、社会

信用の向上や活動への参加者や支援者の拡大に限界を感じることもありました。また、自治体や

業との契約を円滑に進めるため、さらには資金調達や事業運営をより効率的に行うために、特定

卜営利活動法人としての法人格が必要であると判断しました。

特定非営利活動法人として設立することで、法令: 基づく適切な法人運営を行い、定期的な総会や

公開を実施することで社会的信用を高めます れ ! より、活動への賛同者を増やし、地域社会

的

と企業の双方 ! とつて価値ある事業をさらi 推進できると確信しています。

この法人は、健康経営。i 必要な専門家を企業とつなぐ役割を担い、地域社会の健康維持と企業
々が健康で活力持続的発展を支える産業保健支援の拠点として活動を展開します。すべての人

る生活を送ることができる社会の実現に向けて、全力で取り組んでまいります。

に至るまでの経過

令和3年 9月    有限責任事業組合開業保健師発足

令和3年      公益財団)産業看護学会催にて発表 分散型事業所への取り組み例

令和5年9月 ～11月 第1回産業保健起業塾開催

令和6年 12月    公益財団)産業看護学会にて取り組み発表

開業保健師チームによる中小企業事業所への取り組み

令和7年3月 発行予定 開業保健師研究6号

令和7年 1月    特定非営利活動法人産業保健ステーション設立総会開催

2025年 2月 23日

設立代表者

氏名   毛利 陽子




